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原子力を取り巻く最近の状況

©Research Reactor Institute, Kyoto University

 福島第一事故を契機として、①エネルギー基本計画の改訂と関連個別政策の検
討、②原子力安全規制の刷新を受けての再稼働に向けた取組、③福島第一事
故後措置と廃炉への取組、等が行われてきた。

 原子力については、エネルギー基本計画において、エネルギー安全保障や地球
温暖化等の観点からの位置づけが再認識され、今後の原子力政策の課題につ
いても審議が進められている。エネルギー政策レベルでは、原子力への認識は
一定の収束に向かいつつあるという認識。

 一方で、原子力に対する国民の忌避感情は相当に強い。事故を受けての心理
的・感情的な反発は当然として、現実的に、国民、政治、文化人や有識者、メディ
ア等において、原子力に対する認識が極めてネガティブな現状は、極めて深刻で
ある。「大衆の応援がない技術には将来はない」という危機感が必要である。

 これを背景とした「Reputation Risk」が、我が国における原子力の、当面の最大の

問題であり、この「原子力に対する負の国民意識の定着」の解決を目指すことが、
「健全な原子力」にとっての基本である。すなわち、「国家レベルでの重要性」と
「個人レベルでのマイナス意識」の間の大きなギャップ（仮称：国民ギャップ）を解
消しない限り、原子力を含むエネルギー体系の運営において、大きな国民的ロス
が発生し続けるという危機感がある。
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原子力を取り巻く最近の状況

©Research Reactor Institute, Kyoto University

 エネルギー基本計画の改訂を受けて、エネルギー需給長期見通しや原子力政策
の審議や、事業者側での再稼働準備が進んでいるが、多くの国民には、原子力
全体の構造が変わらないままで、個別の政策措置が進んでいるように見えてい
るのではないか。エネルギー政策の再構築が急務であり進捗しているが、国民
ギャップの解消のための本質的な取組が国民に見えないままでは、社会的な脆
弱性が維持されたままになる。

 原子力利用の個別施策の策定を進めることは急務としても、同時に、この国民
ギャップを本質的に解消するような強化の取組が並行して行われているかという
と、現状では全く不十分であり、資源エネルギー庁や文部科学省が取りえる政策
措置はそれぞれの所管のタスクに限定される。国民ギャップの解消に向けた、
「原子力全体を俯瞰する（権威ある）基本方針」を、政府のメッセージとして国民に
提示することを急ぐ必要があるのではないか。

 原子力委員会が検討中の「基本的考え方」は、このような「What is the Nuclear in 
Japan?」を改めて仕切りなおす「政府の宣言」であるべきで、原子力行政や原子力
事業者が尊重する権威のあるものとして期待したい。

3



0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

原
子
力
発
電
設
備
容
量
（M

W
e）

◆原子力委員会設置法の改正

（原子力安全委員会の設置）

◆美浜2号機蒸気発生器破損

◆もんじゅNa漏洩事故

◆JCO臨界事故

◆自主検査不正

◆新耐震指針

◆新潟県中越沖地震

◆玄海3号
MOX利用

◆美浜3号二次系破損

◆原子力立国計画

◆中央省庁再編・保安院発足

◆濃縮・低レベル埋設事業開始

◆新日米原子力協定調印◆新日米原子力協定調印

◆高レベル最終処分・法律◆原子力基本法・原子力委員会設置法公布

◆科学技術庁設置

◆原子力船むつ放射線漏れ

◆原子力研究所・原子燃料公社発足

◆動燃事業団発足

◆IAEA保障措置協定

◆電源三法公布

◆原子炉等規制法公布

◆動燃アスファルト施設事故

◆六ヶ所再処理

工場着工

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

発
電

電
力

量
（
億

kW
h）

新エネ等

原子力

石油等

ＬＮＧ

石炭

揚水

一般水力

◆東京オリンピック

◆大阪万博

◆資源エネ庁設置

◆第一次石油ショック

◆第二次石油ショック

◆湾岸危機

◆バブル崩壊

◆リーマンショック

 

  

原子力利用の歴史

©Research Reactor Institute, Kyoto University

山名 元、伝熱 2013 年 4 月（J. HTSJ, Vol. 52, No. 219 ）

4



原子力を取り巻く最近の状況

©Research Reactor Institute, Kyoto University

 １９６０年代からの、石油依存からの脱却を目指す国策として進められた我が国
の原子力利用は、国民からの「サイレントな理解」により支えられてきたと言える。
しかしながら、１９９０年代後半以降から不祥事や事故が継続的に発生した経緯
からは、組織的（あるいは制度等）に内在する問題が蓄積されていたと見られる。
結果的に、福島第一発電所の事故によって原子力界に対する信頼は致命的に
失われた。

 この経緯を背景とした現状において、①原子力発電規模がこれから縮小に向かう
こと、②原子力安全の抜本強化が重要であり既に進められていること、③過去５
０年の間に蓄積された様々なレガシー（放射性廃棄物、老朽施設等）への対応が
急務になっていること、④電力システム改革が予定されること、⑤世界的なエネ
ルギー見通しや資源市場が変化しつつあること、⑥原子力に対する国民感情が
激変していること、⑦原子力発電設備の経年化や原子力関連研究施設の経年化
も顕著になりつつあること、⑧原子力関連技術者の引退等の世代交代の時期に
既に入っていること、等を考慮するなら、「原子力に関わる基本認識や考え方」を、
改めて再定義して国民に示すことが重要ではないか。

 原子力委員会が検討中の「基本的考え方」には、この「原子力の再定義」を期待
したい。原子力の根幹的課題に関する、原子力基本法の最新解釈とも言えるよう
な政府認識の提示を期待したい。
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原子力を取り巻く最近の状況（１）
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 「基本的考え方」には、従来の原子力政策大綱の前半部分に書かれていたような
テーマに加えて、事故後の反省に基づいた新たなテーマについて触れることが必
要ではないか。例えば、以下のようなテーマについての明確な見解を期待する
（原子力委員会が既に公表している「見解」についてもカバー）

①福島第一原子力発電所事故の総括・反省と教訓
②原子力安全・環境安全・原子力リスクに対する基本的考え方
③国民との情報共有と対話の基本的考え方（Stakeholder Involvementとリスクコ

ミュニケーションの重要性）
④原子力開発と原子力研究の在り方（工学と科学、将来原子力開発）
⑤原子力災害と賠償の在り方（原子力委員会にて検討中）
⑥国と民間の責任と役割の分担
⑦日本のエネルギー戦略への原子力の貢献（原子力の意義と役割）
⑧地球温暖化に対する原子力利用の意義
⑨国際関係と核不拡散への取組
⑩放射性廃棄物取組の基本的考え方
⑪原子力科学・工学等の人材育成と技術継承の基本的考え方
⑫原子力に関わる産業界と学術界の連携の在り方（大学や研究機関の存続）
⑬原子力施設の廃止への取組（レガシーへの取組）
⑭福島第一原子力発電所事故影響への対応と廃炉
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原子力を取り巻く最近の状況（２）
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 特に、「①福島第一原子力発電所事故の総括」は、国民世論に向けて必須の事
項である（黒川先生、畑村先生の指摘等）。この事故総括は、対国民説明のため
だけではなく、世界に向けた日本の原子力技術の信頼回復のためにも必須の取
組。

 また、福島事故に至った構造的原因のうち、①本質的な閉鎖性、②情報公開や
対話の不足、③責任所在の曖昧さ、④規制の虜、⑤技術的イマジネーションの

欠如、⑥安全文化の不徹底と安全神話、などについては、真摯にレビューする必
要があり、これらは、今後の原子力運営の基本的な問題。

 技術面においては、①産学間の技術交流の不十分性、②研究分野の偏り、③基
礎研究や基盤研究の弱体化、④異分野交流の少なさ、⑤研究施設の不足、⑥大
学での原子力取組の衰退、など問題も多々あり。

 海外の先行例を聞くと、国民との対話やリスクコミュニケーションの重要性は、疑
う余地がない。国民との対話を政府の責任で本格的に拡大することが必要である。

 現在、先行して進められている、資源エネルギー庁による原子力政策の個別案
件や文部科学省における研究開発の政策についても、これらの「基本的考え方」
に整合して検討される事が基本。
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原子力発電事業の今後

©Research Reactor Institute, Kyoto University

 当初、国策という大枠における、原子力への国民からの「サイレントな理解」が基
本であった。原子力の優れた「外部経済効果（高いエネルギー安全保障効果、地
球温暖化に対する優位性、低廉他）」は、電力事業の公益性を支えるための「総
括原価方式」の中で実現されてきたのが実態である。

 しかしながら、今後、予定される電力システム改革によって、総括原価方式による
公益性確保の仕組みは大きく変わることになる。競争環境下であり、国民からの
「サイレントな理解」が当たり前ではなくなる状況で、国家的メリットを目指す原子
力利用を継続する上では、国民的理解に加えて、様々な具体的な政策的な措置
が必要になる。

 原子力に関わる個別政策については、資源エネルギー庁や文部科学省がそれ
ぞれの所管において実施してゆくことになる。そのような個別施策抜きでは、電気
事業の自由化の中での安定な原子力利用が期待できないからである。

⇒ 以下、電力システム改革後の原子力発電事業の在り方についての個人見解
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自由環境下（電力システム改革）での原子力政策の課題

©Research Reactor Institute, Kyoto University

進行中のエネルギーミックスの審議の結果を待つ必要があるが、原子力が一定規模
で必要との判断や、当面の原子力利用が必要という判断においては、適切な政策的
な措置が必要である。資源エネ庁による取組と、その背景となるべき原子力委員会の
「国家的ロジック」の存在が重要。

① 円滑な廃炉に向けた政策的措置（会計制度の改正を決定済み）
② 事業者の「安全強化に向けた自主的な取組」を誘導する政策
③ 核燃料サイクル事業の在り方に向けた政策的措置（事業の在り方・費用の確保）
④ 高レベル放射性廃棄物の最終処分にむけた政策的措置（前面に出た国の関与）
⑤ 廃炉廃棄物の処分に向けた規制の整備
⑥ 新規炉やリプレースが必要な場合の事業円滑化の政策措置（ファイナンス保証等）
⑦ 原子力安全規制の実効性強化（規制委員会マター）

⑧ 既設炉の延長利用が必要とされる場合、これを円滑に進める安全規制の実効性
強化の措置（規制委員会マター）

⑨ 万一の事故に対する防災上の措置（防災拡充）
⑩ 万一の大事故に対する民間責任と国の責任の定義づけ（原賠法の改正）

⑪ 原子力や放射線利用に関わる人材育成や研究教育拠点の確保の政策措置（研
究開発や教育政策）

⑫ 自由化後の原子力発電料金の考え方
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原子力利用検討の考え方（１）
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 原子力政策の在り方を議論する上で、最も基本的な判断は「原子力の利用規模
と計画（規模や時間軸）」に対する認識である

 原子力利用規模を、需要や国益側からどのように見積もるかが基本。その際、

「可能な限り低減」の規模感として、いくつかのケースを設定し、それぞれに於い
て必要な政策措置を考えるべき

 原子力利用の価値は主に、①経済性（価格の低さ）だけでなく、②海外依存度の
低さ（海外からの独立性＝自給率）、③温室効果ガスを排出しないという環境メ
リット、などの外部経済性にある。従って、原子力は、経済的な自由競争の場に
馴染みにくい側面がある

 ①石油火力のようにとても高いが調整電源として必須のもの、②石炭火力のよう
に低廉で安定な利用を確保しつつ環境面から制限を設けるべきもの、③原子力
のようにエネルギー安全保障に強いが何らかの国家管理を必要とするもの、④
再生可能エネルギーのように期待されるがインフラとの整合や機能面から簡単
な導入が難しいもの、等が存在しており、これらを３Ｅ（経済性・環境適合・エネル
ギー安全保障）の視点から全体として「最適に混ぜる」ことが重要

 競争原理の導入により事業の効率化が強く求められるものの、「国全体としてエ
ネルギー・ベストミックス」の達成は、市場メカニズムだけでは無理で、各エネル
ギー源に対する何らかの政策措置が必要なのは、自明
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原子力利用検討の考え方（２）
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 現時点で考えるべき原子力利用には、二つの異なった概念がある。両者を混同
し過ぎないことが大切（ただし、両者には一定の連関がある）

１． 既設の原子炉を価値ある電源として利用する（既設炉利用の課題）
２． 新設を含めた一定規模の原子力利用規模を継続する（継続利用の課題）

 原子力には、①民営事業として政策措置が必要な面と、②原子力という特異な
技術の特殊性に関して必要な措置、の二つの面が存在する

 民営事業としての特殊性としては、①事業予見性が低い中での大きな設備投資
が必要というファインナンス上のリスクの存在、②安全規制の予見性が低い事な
ど外部条件が変化するリスク等、を挙げることが出来る

 原子力という特異な技術の特殊性としては、①放射性廃棄物や使用済燃料管
理のような放射能起源の問題が付随すること、②核不拡散等の国際政治に関
わる制約が存在すること、③国民感情や市民による理解のような「社会的パー
セプション」の敷居が存在すること等、を挙げることが出来る

 過去のレガシーに対する事業者の責任を全うさせることも、政策目的の一つ

 要するに、原子力を「国策民営」スタイルで利用する上での、民間責任と国の関
与（政策措置）の境界をどのように定めるかが、議論の核心である
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エネルギー安全保障の視点（貿易収支と燃料費）

（平成25年の貿易収支）
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原子力・火力・再生可能エネの連携の在り方 （参考：東京大学田中正三先生）

総合エネルギー調査会 長期エネルギー需給見通し小委員会資料より
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原子力発電設備の減少

©Research Reactor Institute, Kyoto University

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

全炉を運転40年で廃炉
2020年以前に40年目を迎える炉は10年延長、それ以外は20年延長
2020年以前に40年目を迎える炉は寿命延長なし、それ以外は20年延長

構成25%/利用率80%
構成25%/利用率70%
構成15%/利用率80%
構成15%/利用率70%

利用率80%

利用率70%

利用率80%

利用率70%

原子力25%

原子力15%

設
備
容
量
（
万

kW
）

16



原子力政策は他のエネルギー源に対する政策と連携して検討されるべき

©Research Reactor Institute, Kyoto University

 原子力に関わる政策措置だけでなく、以下の政策が連携して取られないと、電源全
体としてのシステムの最適化は出来ないと思われる。

• 石炭火力の増強を支援しつつ制限する政策

• 天然ガス火力のリプレースと高効率化を図る政策

• 天然ガス火力を再生可能エネルギーの調整電源・バックアップ電源として使用するた
めの政策（稼働率低下による経済性低下を補償しつつもリプレースを進める政策）

• 石油火力を再生可能エネルギーの調整電源・バックアップ電源として使用するための
政策（非常に高い電源であるが、これを、変動調整用やバックアップ・対規模災害時
の緊急電源として一定規模残す）

• 再生可能エネルギー発電のうち、ベースロード電源（地熱・風力）を増強する政策措
置と、太陽光発電の増えすぎを抑制するためのＦＩＴ制度の改正など

• 再生可能エネルギーの増強を支援するための送配電系統の強化や蓄電容量の増
強と、この大きなコストの負担を制度化する政策
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基礎研究から応用研究までの難しい取組 （原子力科学と工学研究）

©Research Reactor Institute, Kyoto University

１．福島第一発電所事故への修復対応への取組み（今後の原子力研究の原点）

①損傷した福島第一発電所の原子炉の廃炉に向けての技術開発
②福島県を初めとする広域汚染地域の環境修復の研究等

２．さらに、今後の原子力研究開発の大きな方向性として

③基礎基盤研究の強化
④プラント信頼性や性能の強化
⑤原子力工学と社会の整合に関わるより本質的な探究
⑥自然災害等の外的因子と施設機能（内的因子）を包
含するリスク評価

⑦新しい安全基準を満たすべき安全性能の強化（シス
テムおよび装置）

⑧使用済燃料および放射性廃棄物に関わる本質解の
探求（再処理・直接処分・地層処分）

⑨原子炉の寿命評価や安全強化等に関わる基礎データの拡充
⑩放射線安全や環境安全に関わる基礎研究および放射線防護上の研究強化

３．今後決定される原子力利用計画に沿って・・

⑪高速炉や加速器駆動未臨界システムなどの次世代炉の研究開発

経験工学

基礎研究

エンジニ
アリング

三者が強く連係した研究の重要性
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“原子核の利用”の意味をトコトン考えるべき原子力委員会

©Research Reactor Institute, Kyoto University

太陽活動（核融合）

鉄や炭素の生成

超新星爆発によるRapid Process

重元素（ウランの生成）

メタンの生成

岩石惑星である地球の形成

大気中二酸化炭素

生命活動による炭素の固定（石炭等）
生命活動or無機反応による炭素の固定（石油）
海洋による炭酸塩の吸収と固定

化石燃料の酸
化による利用

原子力による核
エネルギー利用

放射性無機廃
棄物

地層処分

温室効果

太陽光・風力発電
輻射エネルギー

固定炭素の再放出
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“放射性物質マネージメント”の意味をトコトン考えるべき原子力委員会

©Research Reactor Institute, Kyoto University
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放射化生成物

核分裂生成物

長半減期核分裂生成物

TRU

ウラン

天然核種
Pd-107

Zr-93

Sn-126

Nb-94

Se-79
Cs-135

Tc-99
Cl-36

I-129

U-236

U-233

U-232

C-14Mn-54

Ni-63

Ni-59

Ca-41

Co-60

Fe-55

Am-241

Am-242mCm-244
Pu-238

Pu-239Pu-240

Am-243

Pu-241

Pu-242

Np-237

Sr-90
Cs-134

H-3

Sm-151

Eu-154

Eu-155
Pm-147

Sn-119m

Te-125m

Ru-106
Ce-144

Ag-110m

Eu-152
Pm-146

Sb-125

Cs-137

U-234

U-235

Ag-110m

Ho-116m

Mo-93 Hf-182

Cm-245

Cm-242

K-40

U-238

Pa-231
Ra-226

科学（アカデミア）と産業（インダストリ）の両者を俯瞰、“核エネルギー” の利用の意味
や注意を真摯に考える政府代表機関としての、原子力委員会への期待は大きい。
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“地球規模で考える原子力

©Research Reactor Institute, Kyoto University 21

Prof. Jared Diamond

 今の文明の環境、人口問題は12に分類出来る。

 ①自然破壊、②漁業資源枯渇、③種の多様性喪失、④土
壌侵食、⑤化石燃料の枯渇、⑥水不足、⑦光合成で得られ
るエネルギーの限界、⑧科学物質汚染、⑨外来種の被害、
⑩地球温暖化、 ⑪人口増、⑫一人当たり消費エネルギー
の増加

 決して福島の悲劇を軽んじるつもりはないが、原発事故も
また「リスクが過大評価されがちな事故」の典型。・・・・原子
力のかかえる問題は、石油や石炭を使い続けることで起き
る問題に比べれば小さい。

 社会を存続させる秘訣は「現実的であれ」ということ。

 放射能の危険性と同時に、化石燃料の危険性も考えるべ
き。二酸化炭素による地球温暖化はすでに、大きな被害を
もたらすサイクロンなどの熱帯低気圧を増やしている。放射
性廃棄物は地下深くに封じ込められるが、放出された二酸
化炭素は、200年間は空気中に留まる。

朝日新聞記事（2012,1,3）より引用

UCLA医学部教授、地理学教授
を歴任。98年度ピューリツア賞
受賞。「銃・病原菌・鉄」の著者

Prof. James Lovelock

 地球システム「ガイア」が、温暖化という正のフィードバック
に捉われている。

 取り得る対策は限られており、風力・太陽光・潮力・水力等
の再生可能エネルギーが十分なエネルギーを、限られた時
間内に供給することは、不可能である。

 仮に、50年あるいはそれ以上の時間があれば、再生可能
エネルギーを主エネルギーに出来るかもしれないが、化石
燃料の消費による地球温暖化の問題は既に深刻で、今後、
50年の時間余裕はない。

 少量の再生可能エネルギーを利用しつつ、直ぐに利用可能
で地球温暖化を起こさない原子力利用を進めるべきである。

 天然ガスシフトは良いが、未燃焼の場合、二酸化炭素の25
倍の温室効果をもたらすので、このリスクも考慮すべき。

 原子力への反対意見は、グリーンロビーやメディアが提示
する、放射能に対する“ハリウッド型の恐怖”に根ざしている。
化学物質や放射能による発がんリスクを過剰に恐れる必
要はない The Independent – 24 May 2004

注）参考：原文振前理事長 秋元勇巳氏による解説

ハーバード大、オクスフォード大
教授など歴任。「ガイア仮説」の
提唱者.
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